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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 当社は、円相場が急騰している現状を踏まえて、全ての為替関連の諸契約に関する会計処理を見直した結果、時価法で

処理すべきデリバティブ契約を繰延ヘッジ処理していたことが判明いたしました。 

 当社は、判明した上記の会計処理につきまして、過年度に遡り、適正な会計処理を行った結果、過年度における連結財

務諸表等の修正が必要となりましたので、金融商品取引法第24条の２第１項の規定に基づき、平成20年３月31日に提出い

たしました第63期（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日）に係る有価証券報告書の訂正報告書を提出するもの

であります。 

 なお、訂正後の連結財務諸表及び財務諸表については、新日本有限責任監査法人により、再度監査を受けており、その

監査報告書を添付しております。 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

 第１ 企業の概況 

  １ 主要な経営指標等の推移 

   (1) 連結経営指標等 

   (2) 提出会社の経営指標等 

 第２ 事業の状況 

  １ 業績等の概要 

   (1) 業績 

   (2) キャッシュ・フローの状況 

   ８ 財政状態及び経営成績の分析 

   (2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

   (3) 当連結会計年度末の財政状態の分析 

 第４ 提出会社の状況  

   ３ 配当政策  

 第５ 経理の状況 

  １ 連結財務諸表等 

   (1) 連結財務諸表 

    ① 連結貸借対照表 

    ② 連結損益計算書 

    ③ 連結株主資本等変動計算書 

    ④ 連結キャッシュ・フロー計算書 

   注記事項 

    （デリバティブ取引関係） 

    （税効果会計関係） 

    （１株当たり情報） 

  ２ 財務諸表等 

   (1) 財務諸表 

    ① 貸借対照表 

    ② 損益計算書 

    ③ 株主資本等変動計算書 

   注記事項 

    （１株当たり情報） 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿線で示しております。 
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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（訂正前） 

 （注）                      ＜略＞ 

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 

売上高 百万円 147,607 147,159 145,453 148,150 156,792 

経常利益 百万円 4,041 3,033 3,962 5,240 5,626 

当期純利益 百万円 1,819 1,231 1,267 3,627 2,494 

純資産額 百万円 47,183 47,135 52,519 55,708 55,955 

総資産額 百万円 87,269 87,560 92,788 95,508 98,422 

１株当たり純資産額 円 1,105.80 1,122.20 1,143.12 1,207.89 1,197.62 

１株当たり当期純利益金額 円 40.81 28.81 27.44 78.81 53.60 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
円 40.69 28.67 27.36 78.55 53.46 

自己資本比率 ％ 54.1 53.9 56.6 58.3 56.8 

自己資本利益率 ％ 3.9 2.6 2.5 6.6 4.5 

株価収益率 倍 29.3 30.1 54.7 15.4 22.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 6,306 2,989 2,539 1,470 1,444 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 △1,212 △1,734 △5,086 △6,426 △6,047 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 △1,826 △1,514 2,625 △875 2,305 

現金及び現金同等物の期末

残高 
百万円 11,502 11,242 11,320 5,549 3,526 

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用者

数） 

名 
1,034 

(1,774) 

915 

(1,571) 

965 

(1,472) 

1,082 

(1,509) 

1,305 

(1,610) 
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（訂正後） 

 （注）                      ＜略＞ 

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 

売上高 百万円 147,607 147,159 145,453 148,150 156,792 

経常利益 百万円 4,041 3,033 3,962 5,240 4,683 

当期純利益 百万円 1,819 1,231 1,267 3,627 1,932 

純資産額 百万円 47,183 47,135 52,519 55,708 55,955 

総資産額 百万円 87,269 87,560 92,788 95,508 98,422 

１株当たり純資産額 円 1,105.80 1,122.20 1,143.12 1,207.89 1,197.62 

１株当たり当期純利益金額 円 40.81 28.81 27.44 78.81 41.53 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
円 40.69 28.67 27.36 78.55 41.41 

自己資本比率 ％ 54.1 53.9 56.6 58.3 56.8 

自己資本利益率 ％ 3.9 2.6 2.5 6.6 3.5 

株価収益率 倍 29.3 30.1 54.7 15.4 28.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 6,306 2,989 2,539 1,470 1,444 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 △1,212 △1,734 △5,086 △6,426 △6,047 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 △1,826 △1,514 2,625 △875 2,305 

現金及び現金同等物の期末

残高 
百万円 11,502 11,242 11,320 5,549 3,526 

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用者

数） 

名 
1,034 

(1,774) 

915 

(1,571) 

965 

(1,472) 

1,082 

(1,509) 

1,305 

(1,610) 
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(2）提出会社の経営指標等 

（訂正前） 

 （注）                      ＜略＞ 

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 

売上高 百万円 145,410 144,942 144,058 146,917 152,367 

経常利益 百万円 3,645 2,612 3,532 4,419 5,364 

当期純利益 百万円 1,569 923 1,593 3,142 2,898 

資本金 百万円 20,359 20,359 20,359 20,359 20,359 

発行済株式総数 千株 47,630 47,630 47,630 47,630 47,630 

純資産額 百万円 46,505 46,217 51,926 54,638 55,418 

総資産額 百万円 84,355 84,008 90,856 93,073 95,939 

１株当たり純資産額 円 1,089.90 1,100.56 1,130.50 1,185.68 1,186.32 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当

額） 

円 

（円） 

16.00 

(8.00) 

16.00 

(8.00) 

18.00 

(8.00) 

20.00 

(10.00) 

27.00 

(13.00) 

１株当たり当期純利益金額 円 35.36 21.75 35.05 68.27 62.26 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
円 35.25 21.65 34.96 68.04 62.09 

自己資本比率 ％ 55.1 55.0 57.2 58.7 57.8 

自己資本利益率 ％ 3.4 2.0 3.2 5.8 5.3 

株価収益率 倍 33.8 39.9 42.8 17.8 19.0 

配当性向 ％ 43.9 73.6 51.4 29.3 43.4 

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用者

数） 

名 
689 

(750) 

673 

(363) 

745 

(222) 

703 

(113) 

767 

(117) 
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（訂正後） 

 （注）                      ＜略＞ 

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 

売上高 百万円 145,410 144,942 144,058 146,917 152,367 

経常利益 百万円 3,645 2,612 3,532 4,419 4,421 

当期純利益 百万円 1,569 923 1,593 3,142 2,335 

資本金 百万円 20,359 20,359 20,359 20,359 20,359 

発行済株式総数 千株 47,630 47,630 47,630 47,630 47,630 

純資産額 百万円 46,505 46,217 51,926 54,638 55,418 

総資産額 百万円 84,355 84,008 90,856 93,073 95,939 

１株当たり純資産額 円 1,089.90 1,100.56 1,130.50 1,185.68 1,186.32 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当

額） 

円 

（円） 

16.00 

(8.00) 

16.00 

(8.00) 

18.00 

(8.00) 

20.00 

(10.00) 

27.00 

(13.00) 

１株当たり当期純利益金額 円 35.36 21.75 35.05 68.27 50.19 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
円 35.25 21.65 34.96 68.04 50.05 

自己資本比率 ％ 55.1 55.0 57.2 58.7 57.8 

自己資本利益率 ％ 3.4 2.0 3.2 5.8 4.2 

株価収益率 倍 33.8 39.9 42.8 17.8 23.5 

配当性向 ％ 43.9 73.6 51.4 29.3 53.8 

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用者

数） 

名 
689 

(750) 

673 

(363) 

745 

(222) 

703 

(113) 

767 

(117) 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

（訂正前） 

＜中略＞ 

 一方、利益面に関しましては、売上原価率は上昇したしましたが、印刷費などの媒体関連費用等の販売費及び一

般管理費比率の低減により営業利益は52億91百万円（前期比15.0％増）となりました。また、経常利益は、受取利

息の増加や為替差益等により56億26百万円（前期比7.4％増）となりました。当期純利益につきましては、繰越欠

損金の解消による法人税等の発生により24億94百万円（前期比31.2％減）となりました。 

＜後略＞ 

（訂正後） 

＜中略＞ 

 一方、利益面に関しましては、売上原価率は上昇したしましたが、印刷費などの媒体関連費用等の販売費及び一

般管理費比率の低減により営業利益は52億91百万円（前期比15.0％増）となりました。また、経常利益は、為替差

損等により46億83百万円（前期比10.6％減）となりました。当期純利益につきましては、繰越欠損金の解消による

法人税等の発生により19億32百万円（前期比46.7％減）となりました。 

＜後略＞ 

(2）キャッシュ・フローの状況 

（訂正前） 

＜中略＞ 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は14億44百万円の収入（前年同期は14億70百万円の収入）となりまし

た。主なプラス要因は、税金等調整前当期純利益47億49百万円、減価償却費17億24百万円であり、主なマイナス要

因はたな卸資産の増加額27億42百万円、その他流動資産の増加額16億61百万円、仕入債務の減少額９億64百万円で

あります。 

＜後略＞ 

（訂正後） 

＜中略＞ 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は14億44百万円の収入（前年同期は14億70百万円の収入）となりまし

た。主なプラス要因は、税金等調整前当期純利益38億６百万円、減価償却費17億24百万円であり、主なマイナス要

因はたな卸資産の増加額27億42百万円、その他流動資産の増加額16億61百万円、仕入債務の減少額９億64百万円で

あります。 

＜後略＞ 
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８【財政状態及び経営成績の分析】 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

（訂正前） 

①～④                  ＜略＞ 

⑤ 営業外損益及び経常利益 

 営業外収益は、受取利息３億53百万円（前期比102％増、１億78百万円増）を計上したほか、為替差益１億

35百万円（前期比12.2％増、14百万円増）、受取配当金１億３百万円（前期比48.7％増、33百万円増）等を計

上したことにより、９億４百万円（前期比16.9％増、１億30百万円増）となりました。 

 営業外費用は、複合金融商品評価損２億12百万円を計上したほか、持分法による投資損失１億64百万円、支

払利息64百万円（前期比34.1％増、16百万円増）、投資固定資産関連費用41百万円等を計上し、合計で５億68

百万円（前期比321.3％増、４億33百万円増）となりました。 

 以上により、経常利益は56億26百万円（前期比7.4％増、３億86百万円増）となりました。 

⑥ 特別損益及び税金等調整前当期純利益 

 特別利益は、投資有価証券売却益１億74百万円を計上したほか、貸倒引当金戻入益１億21百万円、固定資産

売却益38百万円を計上したことにより、３億35百万円（前期比484.3％増、２億77百万円増）となりました。 

 特別損失は、固定資産売却及び除却損３億38百万円を計上したほか、子会社整理損３億31百万円、契約解除

損２億65百万円、補償費用１億70百万円、投資有価証券評価損94百万円等を計上したことにより、12億12百万

円（前期比14.8％減、２億10百万円減）となりました。 

 以上により、税金等調整前当期純利益は47億49百万円（前期比22.6％増、８億74百万円増）となりました。

⑦ 法人税等（法人税等調整額を含む）及び当期純利益 

 税金等調整前当期純利益に対する法人税等の負担率は47.9％（前期比41.7ポイント上昇）で、22億75百万円

（前期比851.6％増、20億36百万円増）となりました。 

法人税等の負担率が上昇した主な要因は、繰越欠損金の解消により法人税、住民税及び事業税が16億93百万

円増加（前期比33.9ポイント上昇）したこと等によるものであります。 

 以上により、当期純利益は24億94百万円（前期比31.2％減、11億33百万円減）となりました。 

（訂正後） 

①～④                  ＜略＞ 

⑤ 営業外損益及び経常利益 

 営業外収益は、受取利息３億53百万円（前期比102％増、１億78百万円増）を計上したほか、受取配当金１

億３百万円（前期比48.7％増、33百万円増）等を計上したことにより、７億68百万円（前期比0.6％減、４百

万円減）となりました。 

 営業外費用は、複合金融商品評価損２億12百万円を計上したほか、為替差損８億７百万円、持分法による投

資損失１億64百万円、支払利息64百万円（前期比34.1％増、16百万円増）、投資固定資産関連費用41百万円等

を計上し、合計で13億76百万円（前期比919.7％増、12億41百万円増）となりました。 

 以上により、経常利益は46億83百万円（前期比10.6％減、５億56百万円減）となりました。 

⑥ 特別損益及び税金等調整前当期純利益 

 特別利益は、投資有価証券売却益１億74百万円を計上したほか、貸倒引当金戻入益１億21百万円、固定資産

売却益38百万円を計上したことにより、３億35百万円（前期比484.3％増、２億77百万円増）となりました。 

 特別損失は、固定資産売却及び除却損３億38百万円を計上したほか、子会社整理損３億31百万円、契約解除

損２億65百万円、補償費用１億70百万円、投資有価証券評価損94百万円等を計上したことにより、12億12百万

円（前期比14.8％減、２億10百万円減）となりました。 

 以上により、税金等調整前当期純利益は38億６百万円（前期比1.8％減、68百万円減）となりました。 

⑦ 法人税等（法人税等調整額を含む）及び当期純利益 

 税金等調整前当期純利益に対する法人税等の負担率は49.8％（前期比43.6ポイント上昇）で、18億94百万円

（前期比692.2％増、16億55百万円増）となりました。 

法人税等の負担率が上昇した主な要因は、繰越欠損金の解消により法人税、住民税及び事業税が16億93百万

円増加（前期比44.7ポイント上昇）したこと等によるものであります。 

 以上により、当期純利益は19億32百万円（前期比46.7％減、16億95百万円減）となりました。 
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(3）当連結会計年度末の財政状態の分析 

（訂正前） 

＜中略＞ 

純資産合計は、繰延ヘッジ損益が９億19百万円減少する一方で、利益剰余金が13億63百万円増加したこと等

により、２億47百万円増加して559億55百万円となりました。この結果、自己資本比率は56.8％となりました。 

（訂正後） 

＜中略＞ 

純資産合計は、繰延ヘッジ損益が３億57百万円減少する一方で、利益剰余金が８億１百万円増加したこと等

により、２億47百万円増加して559億55百万円となりました。この結果、自己資本比率は56.8％となりました。 
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第４【提出会社の状況】 

３【配当政策】 

（訂正前） 

＜中略＞ 

 以上の方針に基づき、当期の株主配当におきましては、中間配当金として１株当たり13円、期末配当金として１株

当たり14円を実施することを決定いたしました。その結果、当事業年度の配当性向は43.4％（連結配当性向は

50.4％）となりました。 

＜後略＞ 

（訂正後） 

＜中略＞ 

 以上の方針に基づき、当期の株主配当におきましては、中間配当金として１株当たり13円、期末配当金として１株

当たり14円を実施することを決定いたしました。その結果、当事業年度の配当性向は53.8％（連結配当性向は

65.0％）となりました。 

＜後略＞ 
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第５【経理の状況】 

２．監査証明について 

（訂正前） 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日ま

で）の連結財務諸表及び第62期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の財務諸表について、並び

に、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日

まで）の連結財務諸表及び第63期事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）の財務諸表について、新

日本監査法人により監査を受けております。 

（訂正後） 

 当社は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日ま

で）の連結財務諸表及び第62期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の財務諸表について、並び

に、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日

まで）の連結財務諸表及び第63期事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）の財務諸表について、新

日本監査法人により監査を受けております。 

 なお、金融商品取引法第24条の２第１項の規定に基づき、有価証券報告書の訂正報告書を提出しておりますが、訂

正後の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受け、改めて監査報告書を受領し

ております。 
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１【連結財務諸表等】 

（１）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

（訂正前） 

    
前連結会計年度 

（平成18年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     5,464     3,444   

２．受取手形及び売掛金     11,293     11,211   

３．有価証券     85     85   

４．たな卸資産     16,432     19,318   

５．繰延税金資産     100     86   

６．未収入金     7,835     9,347   

７．為替予約     1,444     15   

８．その他     4,864     4,967   

貸倒引当金     △192     △254   

流動資産合計     47,328 49.6   48,224 49.0 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(1) 建物及び構築物   27,850     28,388     

減価償却累計額   17,358 10,492   18,101 10,286   

(2) 機械装置及び運搬具   14,499     13,695     

減価償却累計額   12,639 1,859   12,119 1,575   

(3) 器具及び備品   2,878     2,924     

減価償却累計額   2,085 793   2,027 897   

(4) 土地 ※４   11,411     11,305   

(5) 建設仮勘定     36     962   

有形固定資産合計     24,592 25.7   25,028 25.4 

２．無形固定資産     2,600 2.7   3,346 3.4 

３．投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 ※1,2   16,509     15,573   

(2) 長期貸付金     1,102     366   

(3) 保証金及び敷金     1,304     1,442   

(4) 繰延税金資産     55     299   

(5) その他     2,660     4,444   

 

11



    
前連結会計年度 

（平成18年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

貸倒引当金     △645     △302   

投資その他の資産合計     20,987 22.0   21,823 22.2 

固定資産合計     48,180 50.4   50,197 51.0 

資産合計     95,508 100.0   98,422 100.0 

                

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．支払手形及び買掛金     11,710     11,023   

２．短期借入金 ※２   53     3,000   

３．未払金     7,046     6,423   

４．ファクタリング未払金     14,990     15,027   

５．未払費用     1,908     2,016   

６．未払法人税等     285     1,887   

７．未払消費税等     181     232   

８．繰延税金負債     265     64   

９．役員賞与引当金     49     51   

10．販売促進引当金     276     133   

11．その他     786     1,315   

流動負債合計     37,554 39.3   41,175 41.8 

Ⅱ 固定負債               

１．長期借入金 ※２   342     －   

２．繰延税金負債     533     3   

３．再評価に係る繰延税金
負債 

※４   804     764   

４．退職給付引当金     17     53   

５．役員退職慰労引当金     497     424   

６．その他     50     45   

固定負債合計     2,245 2.4   1,291 1.3 

負債合計     39,800 41.7   42,466 43.1 
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前連結会計年度 

（平成18年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     20,359 21.3   20,359 20.7 

２．資本剰余金     20,716 21.7   21,038 21.4 

３．利益剰余金     20,889 21.9   22,253 22.6 

４．自己株式     △1,041 △1.1   △630 △0.6 

株主資本合計     60,923 63.8   63,020 64.1 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    1,336 1.4   486 0.5 

２．繰延ヘッジ損益     734 0.8   △185 △0.2 

３．土地再評価差額金 ※４   △7,301 △7.7   △7,359 △7.5 

４．為替換算調整勘定     △31 △0.0   △16 △0.0 

評価・換算差額等合計     △5,261 △5.5   △7,074 △7.2 

Ⅲ 少数株主持分     46 0.0   10 0.0 

純資産合計     55,708 58.3   55,955 56.9 

負債純資産合計     95,508 100.0   98,422 100.0 
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（訂正後） 

    
前連結会計年度 

（平成18年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     5,464     3,444   

２．受取手形及び売掛金     11,293     11,211   

３．有価証券     85     85   

４．たな卸資産     16,432     19,318   

５．繰延税金資産     100     86   

６．未収入金     7,835     9,347   

７．為替予約     1,444     15   

８．その他     4,864     4,967   

貸倒引当金     △192     △254   

流動資産合計     47,328 49.6   48,224 49.0 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(1) 建物及び構築物   27,850     28,388     

減価償却累計額   17,358 10,492   18,101 10,286   

(2) 機械装置及び運搬具   14,499     13,695     

減価償却累計額   12,639 1,859   12,119 1,575   

(3) 器具及び備品   2,878     2,924     

減価償却累計額   2,085 793   2,027 897   

(4) 土地 ※４   11,411     11,305   

(5) 建設仮勘定     36     962   

有形固定資産合計     24,592 25.7   25,028 25.4 

２．無形固定資産     2,600 2.7   3,346 3.4 

３．投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 ※1,2   16,509     15,573   

(2) 長期貸付金     1,102     366   

(3) 保証金及び敷金     1,304     1,442   

(4) 繰延税金資産     55     299   

(5) その他     2,660     4,444   
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前連結会計年度 

（平成18年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

貸倒引当金     △645     △302   

投資その他の資産合計     20,987 22.0   21,823 22.2 

固定資産合計     48,180 50.4   50,197 51.0 

資産合計     95,508 100.0   98,422 100.0 

                

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．支払手形及び買掛金     11,710     11,023   

２．短期借入金 ※２   53     3,000   

３．未払金     7,046     6,423   

４．ファクタリング未払金     14,990     15,027   

５．未払費用     1,908     2,016   

６．未払法人税等     285     1,887   

７．未払消費税等     181     232   

８．繰延税金負債     265     64   

９．役員賞与引当金     49     51   

10．販売促進引当金     276     133   

11．その他     786     1,315   

流動負債合計     37,554 39.3   41,175 41.8 

Ⅱ 固定負債               

１．長期借入金 ※２   342     －   

２．繰延税金負債     533     3   

３．再評価に係る繰延税金
負債 

※４   804     764   

４．退職給付引当金     17     53   

５．役員退職慰労引当金     497     424   

６．その他     50     45   

固定負債合計     2,245 2.4   1,291 1.3 

負債合計     39,800 41.7   42,466 43.1 
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前連結会計年度 

（平成18年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     20,359 21.3   20,359 20.7 

２．資本剰余金     20,716 21.7   21,038 21.4 

３．利益剰余金     20,889 21.9   21,691 22.0 

４．自己株式     △1,041 △1.1   △630 △0.6 

株主資本合計     60,923 63.8   62,458 63.5 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    1,336 1.4   486 0.5 

２．繰延ヘッジ損益     734 0.8   376 0.4 

３．土地再評価差額金 ※４   △7,301 △7.7   △7,359 △7.5 

４．為替換算調整勘定     △31 △0.0   △16 △0.0 

評価・換算差額等合計     △5,261 △5.5   △6,512 △6.6 

Ⅲ 少数株主持分     46 0.0   10 0.0 

純資産合計     55,708 58.3   55,955 56.9 

負債純資産合計     95,508 100.0   98,422 100.0 
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②【連結損益計算書】 

（訂正前） 

    
前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     148,150 100.0   156,792 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   75,727 51.1   80,864 51.6 

売上総利益     72,423 48.9   75,928 48.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２             

１．荷造運賃   10,586     10,383     

２．販売促進費   24,483     24,430     

３．販売促進引当金繰入額   276     133     

４．貸倒引当金繰入額   194     249     

５．貸倒損失   134     119     

６．役員報酬   536     568     

７．給料手当   9,578     10,577     

８．賞与   1,471     1,621     

９．役員賞与引当金繰入額   49     51     

10．退職給付引当金繰入額   10     15     

11．役員退職慰労引当金繰
入額 

  2     2     

12．減価償却費   1,612     1,684     

13．その他   18,881 67,821 45.8 20,798 70,637 45.0 

営業利益     4,602 3.1   5,291 3.4 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   175     353     

２．受取配当金   69     103     

３．為替差益   120     135     

４．持分法による投資利益   193     －     

５．保険解約益   4     0     

６．雑収入   209 773 0.5 311 904 0.6 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   48     64     

２．複合金融商品評価損   －     212     

３．投資事業組合運用損   16     6     

４．持分法による投資損失   －     164     

５．投資固定資産関連費用   －     41     

６．雑損失   70 134 0.1 78 568 0.4 

経常利益     5,240 3.5   5,626 3.6 
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前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益               

１．固定資産売却益 ※３ 3     38     

２．投資有価証券売却益   54     174     

３．貸倒引当金戻入益   － 57 0.0 121 335 0.2 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産売却及び除却
損 

※４ 110     338     

２．投資有価証券評価損   17     94     

３．投資有価証券売却損   0     －     

４．減損損失 ※５ 128     －     

５．契約解除損   415     265     

６．子会社整理損 ※６ 328     331     

７．商品廃棄損   270     －     

８．保険解約損   130     －     

９．保証金解約損   20     －     

10. 補償費用   －     170     

11．リース解約損   － 1,422 0.9 13 1,212 0.8 

税金等調整前当期純利
益 

    3,874 2.6   4,749 3.0 

法人税、住民税及び事
業税 

  375     2,069     

法人税等調整額   △136 239 0.2 205 2,275 1.4 

少数株主利益（△は損
失） 

    7 0.0   △20 △0.0 

当期純利益     3,627 2.4   2,494 1.6 
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（訂正後） 

    
前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     148,150 100.0   156,792 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   75,727 51.1   80,864 51.6 

売上総利益     72,423 48.9   75,928 48.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２             

１．荷造運賃   10,586     10,383     

２．販売促進費   24,483     24,430     

３．販売促進引当金繰入額   276     133     

４．貸倒引当金繰入額   194     249     

５．貸倒損失   134     119     

６．役員報酬   536     568     

７．給料手当   9,578     10,577     

８．賞与   1,471     1,621     

９．役員賞与引当金繰入額   49     51     

10．退職給付引当金繰入額   10     15     

11．役員退職慰労引当金繰
入額 

  2     2     

12．減価償却費   1,612     1,684     

13．その他   18,881 67,821 45.8 20,798 70,637 45.0 

営業利益     4,602 3.1   5,291 3.4 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   175     353     

２．受取配当金   69     103     

３．為替差益   120     －     

４．持分法による投資利益   193     －     

５．保険解約益   4     0     

６．雑収入   209 773 0.5 311 768 0.5 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   48     64     

２．複合金融商品評価損   －     212     

３．投資事業組合運用損   16     6     

４．持分法による投資損失   －     164     

５．投資固定資産関連費用   －     41     

６．為替差損   －     807    

７．雑損失   70 134 0.1 78 1,376 0.9 

経常利益     5,240 3.5   4,683 3.0 
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前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益               

１．固定資産売却益 ※３ 3     38     

２．投資有価証券売却益   54     174     

３．貸倒引当金戻入益   － 57 0.0 121 335 0.2 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産売却及び除却
損 

※４ 110     338     

２．投資有価証券評価損   17     94     

３．投資有価証券売却損   0     －     

４．減損損失 ※５ 128     －     

５．契約解除損   415     265     

６．子会社整理損 ※６ 328     331     

７．商品廃棄損   270     －     

８．保険解約損   130     －     

９．保証金解約損   20     －     

10. 補償費用   －     170     

11．リース解約損   － 1,422 0.9 13 1,212 0.8 

税金等調整前当期純利
益 

    3,874 2.6   3,806 2.4 

法人税、住民税及び事
業税 

  375     2,069     

法人税等調整額   △136 239 0.2 △175 1,894 1.2 

少数株主利益（△は損
失） 

    7 0.0   △20 △0.0 

当期純利益     3,627 2.4   1,932 1.2 
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③【連結株主資本等変動計算書】 

（訂正前） 

当連結会計年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年12月31日 残高 
（百万円） 

20,359 20,716 20,889 △1,041 60,923 

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当     △1,066   △1,066 

当期純利益     2,494   2,494 

自己株式の取得       △32 △32 

自己株式の処分   322   443 765 

土地再評価差額金の取崩し     58   58 

連結範囲の変動及び持分法適用
範囲の変動 

    △122   △122 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

― 322 1,363 411 2,096 

平成19年12月31日 残高 
（百万円） 

20,359 21,038 22,253 △630 63,020 

  

評価・換算差額等 

少数株主 
持分 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年12月31日 残高 
（百万円） 

1,336 734 △7,301 △31 △5,261 46 55,708 

連結会計年度中の変動額               

剰余金の配当             △1,066 

当期純利益             2,494 

自己株式の取得             △32 

自己株式の処分             765 

土地再評価差額金の取崩し             58 

連結範囲の変動及び持分法適用
範囲の変動 

            △122 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△850 △919 △58 15 △1,813 △36 △1,849 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△850 △919 △58 15 △1,813 △36 247 

平成19年12月31日 残高 
（百万円） 

486 △185 △7,359 △16 △7,074 10 55,955 
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（訂正後） 

当連結会計年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年12月31日 残高 
（百万円） 

20,359 20,716 20,889 △1,041 60,923 

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当     △1,066   △1,066 

当期純利益     1,932   1,932 

自己株式の取得       △32 △32 

自己株式の処分   322   443 765 

土地再評価差額金の取崩し     58   58 

連結範囲の変動及び持分法適用
範囲の変動 

    △122   △122 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

― 322 801 411 1,534 

平成19年12月31日 残高 
（百万円） 

20,359 21,038 21,691 △630 62,458 

  

評価・換算差額等 

少数株主 
持分 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年12月31日 残高 
（百万円） 

1,336 734 △7,301 △31 △5,261 46 55,708 

連結会計年度中の変動額               

剰余金の配当             △1,066 

当期純利益             1,932 

自己株式の取得             △32 

自己株式の処分             765 

土地再評価差額金の取崩し             58 

連結範囲の変動及び持分法適用
範囲の変動 

            △122 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△850 △357 △58 15 △1,250 △36 △1,287 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△850 △357 △58 15 △1,250 △36 247 

平成19年12月31日 残高 
（百万円） 

486 376 △7,359 △16 △6,512 10 55,955 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

（訂正前） 

    
前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１．税金等調整前当期純利益   3,874 4,749 

２．減価償却費   1,620 1,724 

３．減損損失   128 － 

４．貸倒引当金の減少(増加)額   6 △266 

５．退職給付引当金の増加額   1 8 

６．販売促進引当金の減少額   △410 △142 

７．受取利息及び受取配当金   △244 △456 

８．支払利息   48 64 

９. 持分法による投資損益   △193 164 

10. 複合金融商品評価損   － 212 

11．固定資産売却益   △3 △38 

12. 投資有価証券売却益   － △174 

13．固定資産売却及び除却損   110 338 

14. 投資有価証券評価損   17 94 

15．契約解除損   415 － 

16．子会社整理損   328 331 

17．商品廃棄損   270 － 

18．保険解約損   130 － 

19．保証金解約損   20 － 

20．売上債権の減少(増加)額   △1,221 375 

21．たな卸資産の増加額   △1,524 △2,742 

22．その他流動資産の増加額   △2,013 △1,661 

23．仕入債務の減少(増加)額   703 △964 

24．未払消費税等の増加(減少)額   △127 146 

25．その他流動負債の増加(減少)額   △146 170 

26．役員賞与の支払額   △47 － 

27．その他   △243 △432 

小計   1,501 1,501 

28．利息及び配当金の受取額   246 438 

29．利息の支払額   △48 △69 

30．法人税等の支払額   △229 △426 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,470 1,444 
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前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１．有形固定資産の取得による支出   △558 △1,904 

２．有形固定資産の売却による収入   371 147 

３．無形固定資産の取得による支出   △1,083 △1,827 

４．無形固定資産の売却による収入   60 － 

５．投資有価証券の取得による支出   △5,323 △3,354 

６．投資有価証券の売却による収入   649 2,623 

７．定期預金の増加額   △500 △1,217 

８．事業譲受による支出 ※２ － △236 

９．その他   △42 △278 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △6,426 △6,047 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１．短期借入金の純増加額   － 3,000 

２．長期借入れによる収入   － 66 

３．長期借入金の返済による支出   △123 △456 

４．自己株式の取得による支出   △18 △32 

５．自己株式の売却による収入   188 765 

６．少数株主からの払込みによる収
入  

  － 30 

７．配当金の支払額   △919 △1,065 

８．少数株主への配当金の支払額   △2 △2 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △875 2,305 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額   △5,831 △2,298 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   11,320 5,549 

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物
の増加額 

  60 275 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 5,549 3,526 
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（訂正後） 

    
前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１．税金等調整前当期純利益   3,874 3,806 

２．減価償却費   1,620 1,724 

３．減損損失   128 － 

４．貸倒引当金の減少(増加)額   6 △266 

５．退職給付引当金の増加額   1 8 

６．販売促進引当金の減少額   △410 △142 

７．受取利息及び受取配当金   △244 △456 

８．支払利息   48 64 

９. 持分法による投資損益   △193 164 

10. 複合金融商品評価損   － 212 

11．固定資産売却益   △3 △38 

12. 投資有価証券売却益   － △174 

13．固定資産売却及び除却損   110 338 

14. 投資有価証券評価損   17 94 

15．契約解除損   415 － 

16．子会社整理損   328 331 

17．商品廃棄損   270 － 

18．保険解約損   130 － 

19．保証金解約損   20 － 

20．売上債権の減少(増加)額   △1,221 375 

21．たな卸資産の増加額   △1,524 △2,742 

22．その他流動資産の増加額   △2,013 △1,661 

23．仕入債務の減少(増加)額   703 △964 

24．未払消費税等の増加(減少)額   △127 146 

25．その他流動負債の増加(減少)額   △146 170 

26．役員賞与の支払額   △47 － 

27．その他   △243 510 

小計   1,501 1,501 

28．利息及び配当金の受取額   246 438 

29．利息の支払額   △48 △69 

30．法人税等の支払額   △229 △426 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,470 1,444 
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前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１．有形固定資産の取得による支出   △558 △1,904 

２．有形固定資産の売却による収入   371 147 

３．無形固定資産の取得による支出   △1,083 △1,827 

４．無形固定資産の売却による収入   60 － 

５．投資有価証券の取得による支出   △5,323 △3,354 

６．投資有価証券の売却による収入   649 2,623 

７．定期預金の増加額   △500 △1,217 

８．事業譲受による支出 ※２ － △236 

９．その他   △42 △278 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △6,426 △6,047 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１．短期借入金の純増加額   － 3,000 

２．長期借入れによる収入   － 66 

３．長期借入金の返済による支出   △123 △456 

４．自己株式の取得による支出   △18 △32 

５．自己株式の売却による収入   188 765 

６．少数株主からの払込みによる収
入  

  － 30 

７．配当金の支払額   △919 △1,065 

８．少数株主への配当金の支払額   △2 △2 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △875 2,305 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額   △5,831 △2,298 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   11,320 5,549 

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物
の増加額 

  60 275 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 5,549 3,526 

        

26



注記事項 

（デリバティブ取引関係） 

（訂正前） 

当連結会計年度 

１．取引の状況に関する事項（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

 提出会社は、輸入取引に係る為替変動のリスクに備えるため外貨建の買掛金について為替予約取引等を利

用しております。なお、長期為替予約については、社内で定めた輸入計画の範囲内で行っており、将来にお

ける決済予定金額を超えない方針を採っているため、デリバティブ取引には、投機目的のものはありませ

ん。 

 提出会社が利用している為替予約取引等については、為替相場の変動による一般的な市場リスクを有して

おります。また、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い金融機関であるため相手方の契約不

履行によるリスクは殆どないと認識しております。 

 これらの管理は、財務企画部にて行っておりますが、社内管理規程に基づき財務企画部長の決裁により財

務企画部が予約し管理しております。 

２．取引の時価等に関する事項（平成19年12月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）１．時価の算定方法 

為替予約取引……先物為替相場によっております。 

通貨スワップ取引……主たる取引先金融機関から提示された価格によっております。 

２．通貨スワップ取引の契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、または計算上の想

定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。 

３．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いております。 

区分 種類 

当連結会計年度（平成19年12月31日） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等のう
ち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

  為替予約取引         

  買建         

市場取引以外の

取引 
米ドル 8,455 8,455 8,384 266 

  通貨スワップ取引         

  受取米ドル・支払日本円 4,867 4,363 59 59 

合計 13,323 12,819 8,444 326 
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（訂正後） 

当連結会計年度 

１．取引の状況に関する事項（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

 提出会社は、輸入取引に係る為替変動のリスクに備えるため外貨建の買掛金について為替予約取引等を利

用しております。なお、長期為替予約については、社内で定めた輸入計画の範囲内で行っており、将来にお

ける決済予定金額を超えない方針を採っているため、デリバティブ取引には、投機目的のものはありませ

ん。 

 提出会社が利用している為替予約取引等については、為替相場の変動による一般的な市場リスクを有して

おります。また、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い金融機関であるため相手方の契約不

履行によるリスクは殆どないと認識しております。 

 これらの管理は、財務企画部にて行っておりますが、社内管理規程に基づき財務企画部長の決裁により財

務企画部が予約し管理しております。 

２．取引の時価等に関する事項（平成19年12月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）１．時価の算定方法 

為替予約取引……先物為替相場によっております。 

通貨スワップ取引……主たる取引先金融機関から提示された価格によっております。 

２．通貨スワップ取引の契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、または計算上の想

定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。 

３．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いております。 

区分 種類 

当連結会計年度（平成19年12月31日） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等のう
ち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

  為替予約取引         

  買建         

市場取引以外の

取引 
米ドル 8,455 8,455 8,384 266 

  通貨スワップ取引         

  受取米ドル・支払日本円 6,773 5,634 △883 △883 

合計 15,229 14,089 7,501 △616 
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（税効果会計関係） 

（訂正前） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

(1）流動の部 

繰延税金資産 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

(1）流動の部 

繰延税金資産 

未払賞与 275百万円

販売促進費 268 

子会社整理損 128 

その他 244 

繰延税金資産小計 915 

評価性引当額 19 

繰延税金資産合計 896 

繰延税金負債との相殺額 △795 

繰延税金資産の純額 100 

未払賞与 278百万円

販売促進費 260 

未払事業税 165 

その他 311 

繰延税金資産小計 1,016 

評価性引当額 17 

繰延税金資産合計 998 

繰延税金負債との相殺額 △911 

繰延税金資産の純額 86 

繰延税金負債 繰延税金負債 

販売促進費認定損 561百万円

繰延ヘッジ損益 497 

その他 1 

繰延税金負債合計 1,060 

繰延税金資産との相殺額 △795 

繰延税金負債の純額 265 

販売促進費認定損 765百万円

繰延ヘッジ損益 210 

その他 0 

繰延税金負債合計 975 

繰延税金資産との相殺額 △911 

繰延税金負債の純額 64 

(2）固定の部 

繰延税金資産 

(2）固定の部 

繰延税金資産 

貸倒引当金 256百万円

繰越欠損金 240 

役員退職慰労引当金 200 

投資有価証券評価損 120 

減価償却超過額 116 

その他 718 

繰延税金資産小計 1,653 

評価性引当額 998 

繰延税金資産合計 654 

繰延税金負債との相殺額 △599 

繰延税金資産の純額 55 

    

    

繰越欠損金 432百万円

繰延ヘッジ損益 421 

減価償却超過額 255 

役員退職慰労引当金 171 

投資有価証券 169 

投資有価証券評価損 166 

貸倒引当金 154 

その他 734 

繰延税金資産小計 2,505 

評価性引当額 1,383 

繰延税金資産合計 1,122 

繰延税金負債との相殺額 △823 

繰延税金資産の純額 299 

繰延税金負債 繰延税金負債 

投資有価証券 1,054百万円

固定資産圧縮積立金 51 

海外投資等損失準備金 26 

繰延税金負債合計 1,132 

繰延税金資産との相殺額 △599 

繰延税金負債の純額 533 

投資有価証券 614百万円

繰延ヘッジ損益 139 

その他 73 

繰延税金負債合計 826 

繰延税金資産との相殺額 △823 

繰延税金負債の純額 3 
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前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

２．再評価に係る繰延税金負債の内訳 

繰延税金資産 

２．再評価に係る繰延税金負債の内訳 

繰延税金資産 

再評価に係る繰延税金資産 3,429百万円

評価性引当額 3,429 

再評価に係る繰延税金資産合計 － 

再評価に係る繰延税金資産 3,429百万円

評価性引当額 3,429 

再評価に係る繰延税金資産合計 － 

繰延税金負債 繰延税金負債 

再評価に係る繰延税金負債 804百万円

再評価に係る繰延税金負債の純額 804 

再評価に係る繰延税金負債 764百万円

再評価に係る繰延税金負債の純額 764 

３．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

３．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9 

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△0.3 

住民税均等割 0.8 

持分法による投資損益 △2.0 

再評価土地売却による影響額 △1.7 

繰越欠損金税効果未認識額 △33.0 

貸倒引当金税効果未認識額 △0.3 

その他評価性引当金税効果未認識額 0.4 

その他 0.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 6.2 

法定実効税率 40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9 

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△0.4 

住民税均等割 0.7 

持分法による投資損益 1.4 

再評価土地売却による影響額 0.5 

繰越欠損金税効果未認識額 2.5 

貸倒引当金税効果未認識額 △3.8 

その他評価性引当額の増減 4.7 

その他 0.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.9 
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（訂正後） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

(1）流動の部 

繰延税金資産 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

(1）流動の部 

繰延税金資産 

未払賞与 275百万円

販売促進費 268 

子会社整理損 128 

その他 244 

繰延税金資産小計 915 

評価性引当額 19 

繰延税金資産合計 896 

繰延税金負債との相殺額 △795 

繰延税金資産の純額 100 

未払賞与 278百万円

販売促進費 260 

未払事業税 165 

その他 311 

繰延税金資産小計 1,016 

評価性引当額 17 

繰延税金資産合計 998 

繰延税金負債との相殺額 △911 

繰延税金資産の純額 86 

繰延税金負債 繰延税金負債 

販売促進費認定損 561百万円

繰延ヘッジ損益 497 

その他 1 

繰延税金負債合計 1,060 

繰延税金資産との相殺額 △795 

繰延税金負債の純額 265 

販売促進費認定損 765百万円

繰延ヘッジ損益 210 

その他 0 

繰延税金負債合計 975 

繰延税金資産との相殺額 △911 

繰延税金負債の純額 64 

(2）固定の部 

繰延税金資産 

(2）固定の部 

繰延税金資産 

貸倒引当金 256百万円

繰越欠損金 240 

役員退職慰労引当金 200 

投資有価証券評価損 120 

減価償却超過額 116 

その他 718 

繰延税金資産小計 1,653 

評価性引当額 998 

繰延税金資産合計 654 

繰延税金負債との相殺額 △599 

繰延税金資産の純額 55 

    

    

繰越欠損金 432百万円

繰延ヘッジ損益 421 

減価償却超過額 255 

役員退職慰労引当金 171 

投資有価証券 169 

投資有価証券評価損 166 

貸倒引当金 154 

その他 734 

繰延税金資産小計 2,505 

評価性引当額 1,383 

繰延税金資産合計 1,122 

繰延税金負債との相殺額 △823 

繰延税金資産の純額 299 

繰延税金負債 繰延税金負債 

投資有価証券 1,054百万円

固定資産圧縮積立金 51 

海外投資等損失準備金 26 

繰延税金負債合計 1,132 

繰延税金資産との相殺額 △599 

繰延税金負債の純額 533 

投資有価証券 614百万円

繰延ヘッジ損益 139 

その他 73 

繰延税金負債合計 826 

繰延税金資産との相殺額 △823 

繰延税金負債の純額 3 
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前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

２．再評価に係る繰延税金負債の内訳 

繰延税金資産 

２．再評価に係る繰延税金負債の内訳 

繰延税金資産 

再評価に係る繰延税金資産 3,429百万円

評価性引当額 3,429 

再評価に係る繰延税金資産合計 － 

再評価に係る繰延税金資産 3,429百万円

評価性引当額 3,429 

再評価に係る繰延税金資産合計 － 

繰延税金負債 繰延税金負債 

再評価に係る繰延税金負債 804百万円

再評価に係る繰延税金負債の純額 804 

再評価に係る繰延税金負債 764百万円

再評価に係る繰延税金負債の純額 764 

３．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

３．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9 

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△0.3 

住民税均等割 0.8 

持分法による投資損益 △2.0 

再評価土地売却による影響額 △1.7 

繰越欠損金税効果未認識額 △33.0 

貸倒引当金税効果未認識額 △0.3 

その他評価性引当金税効果未認識額 0.4 

その他 0.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 6.2 

法定実効税率 40.4％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.4 

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△0.5 

住民税均等割 0.8 

持分法による投資損益 1.7 

再評価土地売却による影響額 0.6 

繰越欠損金税効果未認識額 3.1 

貸倒引当金税効果未認識額 △4.8 

その他評価性引当額の増減 5.8 

その他 0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.8 
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（１株当たり情報） 

（訂正前） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

１株当たり純資産額 1,207円 89銭

１株当たり当期純利益金額 78円 81銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額 

78円 55銭

１株当たり純資産額 1,197円 62銭

１株当たり当期純利益金額 53円 60銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額 

53円 46銭

(追加情報) 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）が平成18年１月31日付

で改正されたことに伴い、当連結会計年度から繰延ヘッ

ジ損益（税効果調整後）の金額を普通株式に係る連結会

計年度末の純資産額に含めております。 

なお、前連結会計年度において採用していた方法により

算定した当連結会計年度の１株当たり純資産額は、1,191

円95銭であります。 

  

  

  

  
前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 3,627 2,494 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,627 2,494 

期中平均株式数（千株） 46,031 46,543 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） ― ― 

普通株式増加数（千株） 157 129 

（うち新株予約権） (157) (129) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

     ─────      ───── 
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（訂正後） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

１株当たり純資産額 1,207円 89銭

１株当たり当期純利益金額 78円 81銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額 

78円 55銭

１株当たり純資産額 1,197円 62銭

１株当たり当期純利益金額 41円 53銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額 

41円 41銭

(追加情報) 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）が平成18年１月31日付

で改正されたことに伴い、当連結会計年度から繰延ヘッ

ジ損益（税効果調整後）の金額を普通株式に係る連結会

計年度末の純資産額に含めております。 

なお、前連結会計年度において採用していた方法により

算定した当連結会計年度の１株当たり純資産額は、1,191

円95銭であります。 

  

  

  

  
前連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 3,627 1,932 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,627 1,932 

期中平均株式数（千株） 46,031 46,543 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） ― ― 

普通株式増加数（千株） 157 129 

（うち新株予約権） (157) (129) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

     ─────      ───── 
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２【財務諸表等】 

（１）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

（訂正前） 

    
前事業年度 

（平成18年12月31日） 
当事業年度 

（平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     3,568     1,150   

２．受取手形     4     7   

３．売掛金 ※２   11,153     10,836   

４．商品     16,293     18,979   

５．貯蔵品     122     114   

６．前渡金     1,921     2,032   

７．前払費用     2,415     2,530   

８．関係会社短期貸付金     151     236   

９．未収入金     7,767     9,304   

10．為替予約     1,444     15   

11．その他     315     158   

貸倒引当金     △194     △256   

流動資産合計     44,962 48.3   45,110 47.0 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(１) 建物   25,498     25,885     

減価償却累計額   15,606 9,891   16,253 9,631   

(２) 構築物   1,953     1,951     

減価償却累計額   1,507 446   1,547 403   

(３) 機械及び装置   14,190     13,374     

減価償却累計額   12,396 1,794   11,865 1,508   

(４) 車両運搬具   118     110     

減価償却累計額   110 8   101 9   

(５) 器具及び備品   2,717     2,642     

減価償却累計額   2,040 677   1,925 717   

(６) 土地 ※４   11,259     11,153   

(７) 建設仮勘定     36     962   

有形固定資産合計     24,113 25.9   24,386 25.4 
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前事業年度 

（平成18年12月31日） 
当事業年度 

（平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

２．無形固定資産               

(１) のれん     －     185   

(２) 借地権     139     139   

(３) ソフトウェア     779     2,062   

(４) ソフトウェア仮勘定     1,621     648   

(５) その他     43     40   

無形固定資産合計     2,584 2.8   3,076 3.2 

３．投資その他の資産               

(１) 投資有価証券 ※１   14,392     12,534   

(２) 関係会社株式     2,990     4,696   

(３) 長期貸付金     342     344   

(４) 従業員長期貸付金     27     20   

(５) 関係会社長期貸付金     1,108     880   

(６) 保証金及び敷金     1,073     1,136   

(７) 長期前払費用     183     145   

(８) 繰延税金資産     －     164   

(９) 役員保険積立金     832     886   

(10) 長期性預金      －     2,100   

(11) その他     1,381     982   

貸倒引当金     △919     △524   

投資その他の資産合計     21,413 23.0   23,366 24.4 

固定資産合計     48,111 51.7   50,829 53.0 

資産合計     93,073 100.0   95,939 100.0 
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前事業年度 

（平成18年12月31日） 
当事業年度 

（平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．支払手形     4,117     4,302   

２．買掛金 ※２   7,565     6,407   

３．短期借入金     －     3,000   

４．一年以内返済予定長期
借入金 

※１   53     －   

５．未払金     6,899     6,210   

６．ファクタリング未払金     14,990     15,027   

７．未払費用     1,164     1,254   

８．未払法人税等     102     1,587   

９．未払消費税等     97     125   

10．預り金     234     615   

11．役員賞与引当金     39     35   

12．販売促進引当金     276     133   

13．繰延税金負債     284     94   

14．その他     443     572   

流動負債合計     36,269 39.0   39,369 41.0 

Ⅱ 固定負債               

１．長期借入金 ※１   342     －   

２．繰延税金負債     528     －   

３．再評価に係る繰延税金
負債 

※４   804     764   

４．役員退職慰労引当金     441     377   

５．その他     50     10   

固定負債合計     2,165 2.3   1,152 1.2 

負債合計     38,435 41.3   40,521 42.2 
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前事業年度 

（平成18年12月31日） 
当事業年度 

（平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     20,359 21.9   20,359 21.2 

２．資本剰余金               

(１) 資本準備金   19,864     19,864     

(２) その他資本剰余金   852     1,174     

資本剰余金合計     20,716 22.2   21,038 21.9 

３．利益剰余金               

(１) 利益準備金   1,118     1,118     

(２) その他利益剰余金               

固定資産圧縮積立金   76     73     

海外投資等損失準備
金 

  38     34     

別途積立金   13,600     13,600     

繰越利益剰余金   4,973     6,871     

利益剰余金合計     19,807 21.3   21,697 22.6 

４．自己株式     △1,041 △1.1   △630 △0.6 

株主資本合計     59,841 64.3   62,464 65.1 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    1,364 1.5   498 0.5 

２．繰延ヘッジ損益     734 0.8   △185 △0.2 

３．土地再評価差額金 ※４   △7,301 △7.9   △7,359 △7.6 

評価・換算差額等合計     △5,202 △5.6   △7,046 △7.3 

純資産合計     54,638 58.7   55,418 57.8 

負債純資産合計     93,073 100.0   95,939 100.0 
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（訂正後） 

    
前事業年度 

（平成18年12月31日） 
当事業年度 

（平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     3,568     1,150   

２．受取手形     4     7   

３．売掛金 ※２   11,153     10,836   

４．商品     16,293     18,979   

５．貯蔵品     122     114   

６．前渡金     1,921     2,032   

７．前払費用     2,415     2,530   

８．関係会社短期貸付金     151     236   

９．未収入金     7,767     9,304   

10．為替予約     1,444     15   

11．その他     315     158   

貸倒引当金     △194     △256   

流動資産合計     44,962 48.3   45,110 47.0 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(１) 建物   25,498     25,885     

減価償却累計額   15,606 9,891   16,253 9,631   

(２) 構築物   1,953     1,951     

減価償却累計額   1,507 446   1,547 403   

(３) 機械及び装置   14,190     13,374     

減価償却累計額   12,396 1,794   11,865 1,508   

(４) 車両運搬具   118     110     

減価償却累計額   110 8   101 9   

(５) 器具及び備品   2,717     2,642     

減価償却累計額   2,040 677   1,925 717   

(６) 土地 ※４   11,259     11,153   

(７) 建設仮勘定     36     962   

有形固定資産合計     24,113 25.9   24,386 25.4 
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前事業年度 

（平成18年12月31日） 
当事業年度 

（平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

２．無形固定資産               

(１) のれん     －     185   

(２) 借地権     139     139   

(３) ソフトウェア     779     2,062   

(４) ソフトウェア仮勘定     1,621     648   

(５) その他     43     40   

無形固定資産合計     2,584 2.8   3,076 3.2 

３．投資その他の資産               

(１) 投資有価証券 ※１   14,392     12,534   

(２) 関係会社株式     2,990     4,696   

(３) 長期貸付金     342     344   

(４) 従業員長期貸付金     27     20   

(５) 関係会社長期貸付金     1,108     880   

(６) 保証金及び敷金     1,073     1,136   

(７) 長期前払費用     183     145   

(８) 繰延税金資産     －     164   

(９) 役員保険積立金     832     886   

(10) 長期性預金      －     2,100   

(11) その他     1,381     982   

貸倒引当金     △919     △524   

投資その他の資産合計     21,413 23.0   23,366 24.4 

固定資産合計     48,111 51.7   50,829 53.0 

資産合計     93,073 100.0   95,939 100.0 
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前事業年度 

（平成18年12月31日） 
当事業年度 

（平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．支払手形     4,117     4,302   

２．買掛金 ※２   7,565     6,407   

３．短期借入金     －     3,000   

４．一年以内返済予定長期
借入金 

※１   53     －   

５．未払金     6,899     6,210   

６．ファクタリング未払金     14,990     15,027   

７．未払費用     1,164     1,254   

８．未払法人税等     102     1,587   

９．未払消費税等     97     125   

10．預り金     234     615   

11．役員賞与引当金     39     35   

12．販売促進引当金     276     133   

13．繰延税金負債     284     94   

14．その他     443     572   

流動負債合計     36,269 39.0   39,369 41.0 

Ⅱ 固定負債               

１．長期借入金 ※１   342     －   

２．繰延税金負債     528     －   

３．再評価に係る繰延税金
負債 

※４   804     764   

４．役員退職慰労引当金     441     377   

５．その他     50     10   

固定負債合計     2,165 2.3   1,152 1.2 

負債合計     38,435 41.3   40,521 42.2 
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前事業年度 

（平成18年12月31日） 
当事業年度 

（平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     20,359 21.9   20,359 21.2 

２．資本剰余金               

(１) 資本準備金   19,864     19,864     

(２) その他資本剰余金   852     1,174     

資本剰余金合計     20,716 22.2   21,038 21.9 

３．利益剰余金               

(１) 利益準備金   1,118     1,118     

(２) その他利益剰余金               

固定資産圧縮積立金   76     73     

海外投資等損失準備
金 

  38     34     

別途積立金   13,600     13,600     

繰越利益剰余金   4,973     6,309     

利益剰余金合計     19,807 21.3   21,134 22.0 

４．自己株式     △1,041 △1.1   △630 △0.6 

株主資本合計     59,841 64.3   61,902 64.5 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    1,364 1.5   498 0.5 

２．繰延ヘッジ損益     734 0.8   376 0.4 

３．土地再評価差額金 ※４   △7,301 △7.9   △7,359 △7.6 

評価・換算差額等合計     △5,202 △5.6   △6,483 △6.7 

純資産合計     54,638 58.7   55,418 57.8 

負債純資産合計     93,073 100.0   95,939 100.0 
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②【損益計算書】 

（訂正前） 

    
前事業年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     146,917 100.0   152,367 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１．商品期首たな卸高   14,999     16,293     

２．当期商品仕入高   74,647     78,487     

合計   89,646     94,780     

３．商品期末たな卸高 ※１ 16,293     18,979     

差引   73,353     75,800     

４．その他原価 ※２ 2,889 76,243 51.9 4,102 79,903 52.4 

売上総利益     70,673 48.1   72,463 47.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１．荷造運賃   9,701     9,143     

２．販売促進費   24,927     24,986     

３．販売手数料   1,773     2,287     

４．販売促進引当金繰入額   276     133     

５．貸倒引当金繰入額   192     253     

６．貸倒損失   132     117     

７．役員報酬   253     294     

８．給料手当   5,378     5,301     

９．賞与   965     1,101     

10．役員賞与引当金繰入額   39     35     

11．福利厚生費   1,118     1,009     

12．賃借料   1,982     1,275     

13．研究調査費 ※３ 723     654     

14．支払手数料   13,021     15,049     

15．減価償却費   1,552     1,540     

16．その他   4,919 66,959 45.6 4,666 67,851 44.6 

営業利益     3,714 2.5   4,611 3.0 
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前事業年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   48     71     

２．有価証券利息   113     238     

３．受取配当金 ※６ 337     430     

４．為替差益   120     135     

５．雑収入   198 818 0.6 251 1,127 0.7 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   48     64     

２．複合金融商品評価損   －     194     

３．投資事業組合運用損   16     6     

４．投資固定資産関連費用   －     46     

５．雑損失   48 113 0.1 62 375 0.2 

経常利益     4,419 3.0   5,364 3.5 

Ⅵ 特別利益               

１．固定資産売却益 ※４ 0     37     

２．投資有価証券売却益   54     174     

３．貸倒引当金戻入益   － 54 0.0 167 379 0.3 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産売却及び除却
損 

※５ 107     334     

２．投資有価証券評価損   17     94     

３．投資有価証券売却損   0     －     

４．減損損失 ※７ 128     －     

５．契約解除損   415     －     

６．子会社整理損 ※８ 328     331     

７．商品廃棄損   255     －     

８．保険解約損   130     －     

９．保証金解約損   20     －     

10. 補償費用   －     170     

11．リース解約損   － 1,404 0.9 13 943 0.6 

税引前当期純利益     3,069 2.1   4,800 3.2 
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前事業年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

法人税、住民税及び事
業税 

  74     1,619     

法人税等調整額   △147 △73 △0.0 282 1,902 1.3 

当期純利益     3,142 2.1   2,898 1.9 
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（訂正後） 

    
前事業年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     146,917 100.0   152,367 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１．商品期首たな卸高   14,999     16,293     

２．当期商品仕入高   74,647     78,487     

合計   89,646     94,780     

３．商品期末たな卸高 ※１ 16,293     18,979     

差引   73,353     75,800     

４．その他原価 ※２ 2,889 76,243 51.9 4,102 79,903 52.4 

売上総利益     70,673 48.1   72,463 47.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１．荷造運賃   9,701     9,143     

２．販売促進費   24,927     24,986     

３．販売手数料   1,773     2,287     

４．販売促進引当金繰入額   276     133     

５．貸倒引当金繰入額   192     253     

６．貸倒損失   132     117     

７．役員報酬   253     294     

８．給料手当   5,378     5,301     

９．賞与   965     1,101     

10．役員賞与引当金繰入額   39     35     

11．福利厚生費   1,118     1,009     

12．賃借料   1,982     1,275     

13．研究調査費 ※３ 723     654     

14．支払手数料   13,021     15,049     

15．減価償却費   1,552     1,540     

16．その他   4,919 66,959 45.6 4,666 67,851 44.6 

営業利益     3,714 2.5   4,611 3.0 
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前事業年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   48     71     

２．有価証券利息   113     238     

３．受取配当金 ※６ 337     430     

４．為替差益   120     －     

５．雑収入   198 818 0.6 251 992 0.7 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   48     64     

２．複合金融商品評価損   －     194     

３．投資事業組合運用損   16     6     

４．投資固定資産関連費用   －     46     

５．為替差損   －     807     

６．雑損失   48 113 0.1 62 1,182 0.8 

経常利益     4,419 3.0   4,421 2.9 

Ⅵ 特別利益               

１．固定資産売却益 ※４ 0     37     

２．投資有価証券売却益   54     174     

３．貸倒引当金戻入益   － 54 0.0 167 379 0.2 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産売却及び除却
損 

※５ 107     334     

２．投資有価証券評価損   17     94     

３．投資有価証券売却損   0     －     

４．減損損失 ※７ 128     －     

５．契約解除損   415     －     

６．子会社整理損 ※８ 328     331     

７．商品廃棄損   255     －     

８．保険解約損   130     －     

９．保証金解約損   20     －     

10. 補償費用   －     170     

11．リース解約損   － 1,404 0.9 13 943 0.6 

税引前当期純利益     3,069 2.1   3,857 2.5 
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前事業年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

法人税、住民税及び事
業税 

  74     1,619     

法人税等調整額   △147 △73 △0.0 △98 1,521 1.0 

当期純利益     3,142 2.1   2,335 1.5 

                

48



③【株主資本等変動計算書】 

（訂正前） 

当事業年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主資
本合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 

利益 
剰余金 
合計 

固定 
資産 
圧縮 
積立金

海外 
投資等
損失 
準備金

別途 
積立金

繰越利
益剰余
金 

平成18年12月31日 残高 
（百万円） 

20,359 19,864 852 20,716 1,118 76 38 13,600 4,973 19,807 △1,041 59,841

事業年度中の変動額                        

固定資産圧縮積立金の取崩し           △3     3 －   －

海外投資等損失準備金の繰入             4   △4 －   －

海外投資等損失準備金の取崩し             △9   9 －   －

剰余金の配当                 △1,066 △1,066   △1,066

当期純利益                 2,898 2,898   2,898

自己株式の取得                     △32 △32

自己株式の処分     322 322             443 765

土地再評価差額金の取崩し                 58 58   58

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

                       

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 322 322 － △3 △4 － 1,897 1,889 411 2,622

平成19年12月31日 残高 
（百万円） 

20,359 19,864 1,174 21,038 1,118 73 34 13,600 6,871 21,697 △630 62,464

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券評
価差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成18年12月31日 残高 
（百万円） 

1,364 734 △7,301 △5,202 54,638 

事業年度中の変動額           

固定資産圧縮積立金の取崩し         － 

海外投資等損失準備金の繰入         － 

海外投資等損失準備金の取崩し         － 

剰余金の配当         △1,066 

当期純利益         2,898 

自己株式の取得         △32 

自己株式の処分         765 

土地再評価差額金の取崩し         58 

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

△865 △919 △58 △1,843 △1,843 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△865 △919 △58 △1,843 779 

平成19年12月31日 残高 
（百万円） 

498 △185 △7,359 △7,046 55,418 

49



（訂正後） 

当事業年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年12月31日） 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主資
本合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 

利益 
剰余金 
合計 

固定 
資産 
圧縮 
積立金

海外 
投資等
損失 
準備金

別途 
積立金

繰越利
益剰余
金 

平成18年12月31日 残高 
（百万円） 

20,359 19,864 852 20,716 1,118 76 38 13,600 4,973 19,807 △1,041 59,841

事業年度中の変動額                        

固定資産圧縮積立金の取崩し           △3     3 －   －

海外投資等損失準備金の繰入             4   △4 －   －

海外投資等損失準備金の取崩し             △9   9 －   －

剰余金の配当                 △1,066 △1,066   △1,066

当期純利益                 2,335 2,335   2,335

自己株式の取得                     △32 △32

自己株式の処分     322 322             443 765

土地再評価差額金の取崩し                 58 58   58

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

                       

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 322 322 － △3 △4 － 1,335 1,327 411 2,060

平成19年12月31日 残高 
（百万円） 

20,359 19,864 1,174 21,038 1,118 73 34 13,600 6,309 21,134 △630 61,902

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券評
価差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成18年12月31日 残高 
（百万円） 

1,364 734 △7,301 △5,202 54,638 

事業年度中の変動額           

固定資産圧縮積立金の取崩し         － 

海外投資等損失準備金の繰入         － 

海外投資等損失準備金の取崩し         － 

剰余金の配当         △1,066 

当期純利益         2,335 

自己株式の取得         △32 

自己株式の処分         765 

土地再評価差額金の取崩し         58 

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

△865 △357 △58 △1,281 △1,281 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△865 △357 △58 △1,281 779 

平成19年12月31日 残高 
（百万円） 

498 376 △7,359 △6,483 55,418 
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注記事項 

（１株当たり情報） 

（訂正前） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

１株当たり純資産額 1,185円 68銭

１株当たり当期純利益金額 68円 27銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額 

68円 04銭

１株当たり純資産額 1,186円 32銭

１株当たり当期純利益金額 62円 26銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額 

62円 09銭

(追加情報) 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）が平成18年１月31日付

で改正されたことに伴い、当事業年度から繰延ヘッジ損

益（税効果調整後）の金額を普通株式に係る事業年度末

の純資産額に含めております。 

なお、前事業年度において採用していた方法により算定

した当事業年度の１株当たり純資産額は、1,169円74銭で

あります。 

  

  

  

  
前事業年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 3,142 2,898 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,142 2,898 

期中平均株式数（千株） 46,031 46,543 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 157 129 

（うち新株予約権） (157) （129） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

     ─────      ───── 
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（訂正後） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

１株当たり純資産額 1,185円 68銭

１株当たり当期純利益金額 68円 27銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額 

68円 04銭

１株当たり純資産額 1,186円 32銭

１株当たり当期純利益金額 50円 19銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額 

50円 05銭

(追加情報) 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）が平成18年１月31日付

で改正されたことに伴い、当事業年度から繰延ヘッジ損

益（税効果調整後）の金額を普通株式に係る事業年度末

の純資産額に含めております。 

なお、前事業年度において採用していた方法により算定

した当事業年度の１株当たり純資産額は、1,169円74銭で

あります。 

  

  

  

  
前事業年度 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 3,142 2,335 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,142 2,335 

期中平均株式数（千株） 46,031 46,543 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 157 129 

（うち新株予約権） (157) （129） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

     ─────      ───── 
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独立監査人の監査報告書 

   

    平成21年３月５日

株式会社 千趣会  

  取締役会 御中  

  新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 藤原 祥孝  印 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
公認会計士 廣田 壽俊  印 

        

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社千趣会の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社千趣会及び連結子会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報  

 有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の２第１項の規定に

基づき連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の連結財務諸表について監査を行った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

(注)本監査報告書は原本の記載事項を電子化したものであり、署名捺印された原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

     

    平成21年３月５日

株式会社 千趣会    

  取締役会 御中  

  新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 藤原 祥孝  印 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
公認会計士 廣田 壽俊  印 

        

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社千趣会の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第63期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社千趣会の平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

追記情報  

 有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の２第１項の規定に

基づき財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の財務諸表について監査を行った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

(注)本監査報告書は原本の記載事項を電子化したものであり、署名捺印された原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。 
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